
令和８年度 第１回 津奈木町総合教育会議 議事録 

開催日時 令和８年（2026 年）５月 26 日（火）１５：３０〜１６：２０ 

開催場所 津奈木町役場 2 階会議室 

招集 教育委員会からの申出による開催 

【出席者】 

町長 山田町長 

教育長 濵田教育長 

教育委員 林田雄二、雜賀優美、福田征起、渕上幸哉 

事務局 総務課 荒川課長 濱本課長補佐 教育委員会 村上課長 

【欠席者】 なし 

【傍聴者】 なし 

 

【議題】 
１ 令和８年度 津奈木町小中学校の状況について 
２ 令和８年度 津奈木町の教育概要について 
３ 学校における働き方改革について 
４ その他（意見交換） 

開 会 

事務局から開会が宣言された。 
 
（荒川） ただいまから令和８年度第１回総合教育会議を開会いたします。本日は教育
委員会からの申出に基づき、令和８年度の町内小中学校の状況、教育概要、学校におけ
る働き方改革の取組状況について現状を共有するものです。議題は、①小中学校の状
況、②令和８年度津奈木町の教育概要、③学校の働き方改革の３点でございます。それ
では、町長よりご挨拶をお願いします。 
 

町長挨拶 

（山田町長） 皆さん、こんにちは。お忙しい中お集まりいただきまして、誠にありが
とうございます。日頃より津奈木町の教育関係に多大なご尽力をいただいていること



に、心よりお礼申し上げます。 
 近頃、AI に相談した結果が思わぬ形で広がり、社会的に大きな問題となった事案が報
道されました。AI よりもやはり人の気持ち、人の気遣いというものがなければ、問題は
うまく解決できないと改めて感じたところでございます。教育にも深く関わることだと
思いますので、そのような観点からも今日の会議を有意義なものにしてまいりたいと思
います。どうぞよろしくお願いいたします。 
 

議題１ 令和８年度 津奈木町小中学校の状況について 

町長の進行により、教育長から資料（スライド資料及び取扱注意の 4 ページ資料）に基
づき説明が行われた。 

（１）資料の訂正 
 教育長から、中学校の在籍数について以下の訂正が申し出された。 

・２年生：32 人 → 31 人 
・３年生：26 人 → 25 人 
・合 計：102 人 → 100 人 

 令和７年度末の転出による変更であり、説明用資料（4 ページ）についても同様に訂正
された。 

（２）在籍数・学級数 
 令和８年度の在籍数は小学校 151 人（9 学級）、中学校 100 人（6 学級）。中学 1 年
生は 35 人学級制度の導入により 2 学級となっている。 
 特別支援学級の在籍率は小学校が約 5%、中学校が 7%。インクルーシブ教育の観点か
ら「適切な学びの場」の検討が課題となっており、今年度は教育支援委員会に医師 1
名・特別支援学校から 1 名を加え充実を図る。また、令和９年度からは芦北町と連携し
た通級の設置を目指している。 

（３）児童生徒数の推移予測 
 来年度の小学校１年生は約 30 名の入学を予定。現在の４年生（13 人）が中学校に入
学する令和 11 年度に児童生徒数が大きく減少する見込み。児童生徒数が 200 名程度とな
る令和 12 年度を目標に義務教育学校の設置を目指しており、それに向けた小中学校の交
流・連携を進めていく。 

（４）学力調査結果（令和７年度 県学力・学習状況調査） 
 個人が特定されないよう全体的な傾向として説明がなされた。 
【小学校】 

・学年差が大きい。国語については定着率が全国水準を下回る学年もあり、校内研修



での取組を継続している。 
・算数はほとんどの学年で県・全国平均を上回っており、算数専科が成果として表れ
ている。 

【中学校】 
・１・２年生とも全教科で県平均を上回っている。 
・国語・数学は全国正答率をやや下回るまたはほぼ同水準、英語は全国平均を上回る
学年もある。 
・ALT２人体制の配置が英語力向上に貢献していると考えられる。 

【対応策】 
・小中連携した授業研究・授業交流の実施 
・CBT（コンピューター・ベースド・テスティング）対応のための MEXCBT 活用・
タイピング技術向上 
・ALT２人体制の継続 
・新規採用２・３年目教員を中心とした指導主事による授業力・学級経営力の育成 

（５）英語検定・漢字検定の受検状況 
 中学校卒業までに英検３級取得を目標としており、令和７年度の中学３年生の３級以
上取得者の割合は 36.7%（約３人に１人）。英検４級合格者の更なる上位取得に向けた
取組を続けていく。漢字検定については準２級受検者全員合格、３級も受検者９人中８
人合格と高い意欲が見られる。 

（６）心のアンケート（令和７年 12 月実施） 
 「学校が楽しい・まあまあ楽しい」と回答した児童は 91%、生徒は 92%。「楽しい」
と回答した割合は前年度比で児童２ポイント増・生徒７ポイント増と向上している。一
方、「あまり楽しくない・楽しくない」と回答した児童生徒が約 10%おり、個別面談等
による支援を継続する。 
 授業理解については、「わかる・まあまあわかる」と回答した児童は 93%、生徒は
87%。中学校では数学担当教員が３人体制となったことを生かし、効果的な指導による充
実を図る。 

（７）いじめへの対応 
 いじめアンケートで「いじめられたことがある」と回答した児童の割合は前年度比５
ポイント減、生徒は３ポイント増。ホームページ上の認知件数は小学校 25 件、中学校
10 件（令和８年１月 31 日現在）。これはいじめの定義に照らして学校が積極的に認
知・対応した件数であり、現時点で重大事態はない。 
 今後も早期発見・早期解決を基本としつつ、万が一重大事態（身体・財産への深刻な
被害、いじめを理由とした 30 日以上の欠席等）が発生した場合は、第三者委員会の設置



等により町長への報告を含めた組織的対応を行う。 

（８）不登校への対応 
 年 30 日以上欠席の不登校児童生徒数は、小学校が増加傾向にある。コロナ禍以降の全
国的な傾向と同様に、本町においても引き続き課題となっている。今年度から小学校に
も心の教室相談員を配置し、校内支援体制の充実を図る。教室に入れない児童生徒への
居場所づくりとして、今後「校内教育支援センター」としての整備も視野に入れてい
る。 
 
（山田町長） ご説明ありがとうございました。状況を確認いたしました。それでは次
の議題に移ります。 
 

議題２ 令和８年度 津奈木町の教育概要について 

教育長から、令和８年３月付で各小中学校に通知した「令和８年度津奈木町の教育概
要」に基づき、今年度の変更点・特徴的な点を中心に説明が行われた。 

（１）給特法改正を受けた対応 
 令和７年６月に成立した「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別
措置法の一部を改正する法律」により、教育委員会は文部科学大臣の指針に即して「業
務量管理・健康確保措置実施計画」を策定し、毎年の実施状況を公開するとともに総合
教育会議に報告することとなった。政府目標は令和 11 年度までに教員の１か月時間外在
校等時間を平均 30 時間程度に削減することとされており、地域の実情に合わせた目標設
定が求められている。 

（２）働き方改革推進プラン第２期の策定 
 令和７年４月に「津奈木町の小中学校における働き方改革推進プラン（第２期）」を
策定し、評価指標による自己評価に取り組んでいる。業務量管理・健康確保措置実施計
画は本プランをベースとして令和８年３月に作成した。 

（３）義務教育学校への移行 
 少子化の進展を踏まえ、令和７年度に教育委員会で検討を進めた結果、将来的に施設
一体型の義務教育学校への移行が適当であるとの答申を定め、総合教育会議において町
長に報告した。今後、用地選定委員会を経て具体的なタイムスケジュールが決定され
る。小中学校の密な連携を進めながら具体的構想を図っていく。 

（４）道徳教育研究の継続 
 令和５・６年度に実施した熊本県教育委員会指定・津奈木町教育委員会指定「道徳教
育研究推進校」事業の研究成果（令和６年 11 月発表）を引き継ぎ、「考え、議論する道
徳」・「主体的・対話的で深い学び」の実践を継続する。 



（５）ICT 教育・AI 活用 
 令和８年度は ICT 機器（タブレット端末）の更新を実施する。デジタル教科書・AI の
効果的な活用法を学校と連携して研究していく。 
 

（６）コミュニティ・スクールと働き方改革 
 給特法改正に伴い、「業務量管理・健康確保措置」に関する事項が学校運営協議会の
基本的方針に追加された。学校運営協議会においても教職員の勤務状況を共有し、地
域・保護者の理解・協力を得ながら働き方改革を推進していく。 

（７）豊かな人間性の育成 
 令和８年度から「くまなびの日」を設定し、子どもと家族で体験的学習活動を行う場
合は欠席ではなく「出席停止・忌引等」として取り扱う。体験格差が生じないよう、生
涯学習班が「つなぎ遊びの学校」を主催し、多様な体験活動の場を設定する。 

（８）部活動の地域移行 
 中学校部活動の地域移行については、国・県の動向を見ながら、教育委員会を中心に
「部活動地域移行検討委員会」で継続的に協議を進める。短距離（陸上）については指
導者の確保が課題、野球部は合同実施のため他町との連携が必要であり、検討を継続す
る。 

（９）社会体育クラブの変更 
 教育概要の作成後に変更が生じており、ラフターバスケットボールが社会体育クラブ
としては存在しなくなったため、令和８年度の社会体育クラブは６クラブから５クラブ
に変更となる。 

（10）その他 
 図書館司書については、現在学校司書は配置していないが、町立図書館の図書司書が
学校図書館をフォローする体制を検討中。 
 国際理解教育として、令和７年度から台北市の博嘉実験国民小学校との交流を開始し
ており、継続的な交流を検討していく。教育委員会だけでは難しい部分もあるため、関
係部局と連携しながら進める。 
 

AI の教育活用について（質疑応答） 
（山田町長） AI の教育について、実際の場面ではどのように活用するのか。 
（教育長） 例えば、理科の自由研究のテーマがなかなか決まらない子どもが、テーマ
選びのヒントを得るために AI を使うといった活用は有効と考えている。一方で、AI に一
方的に作品づくりを委ねるといった使い方は適切でないと考えており、どういった場面
で効果的に活用するかについて、学校と意思疎通を図りながら整理していきたい。 



 

議題３ 学校における働き方改革について 

教育長から、文部科学省指針により実施計画・取組状況の公表及び総合教育会議への報
告が義務づけられたことを踏まえ、令和７年度の状況について説明が行われた。 

（１）令和７年度の評価指標結果 
①月の時間外在校等時間が 45 時間以内の教育職員の割合（目標 70%） 

・小学校：72.2% （令和６年度：78.6%） 
・中学校：81.3% （令和６年度：73.3%） 
・いずれも目標 70%を達成。ただし小学校は前年度比でやや低下。 

②年の時間外在校等時間が 360 時間以内の教育職員の割合（目標 30%） 
・小学校：33.3% （令和６年度：21.4%） 
・中学校：62.5% （令和６年度：46.7%） 
・いずれも目標 30%を達成し、前年度より大きく改善。 

③教育職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数（目標 15 日） 
・小学校：12.1 日 （令和６年度：14.2 日） 
・中学校：11.9 日 （令和６年度：17.9 日） 
・いずれも目標 15 日に届かず、前年度より減少した。 

 なお、資料の一部に誤記があり、文科省の目標について「給特法改正により、令和 11
年度までに月の時間外在校等時間が 45 時間以下の教育職員の割合を 100%、平均 30 時
間程度とすることを目指している」と訂正する。 

（２）令和８年度の評価指標（令和７年度実績を基に継続） 
・月の時間外在校等時間が 45 時間以内の割合 → 目標 70% 
・年の時間外在校等時間が 360 時間以内の割合 → 目標 30% 
・教育職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数 → 目標 15 日 

（３）主な取組（教育委員会） 
①人的措置 

・学級支援員、医療的ケアスタッフ、心の相談員、ICT 業務支援スタッフの配置継
続。 
・保護者等からの過剰な苦情・不当要求については、教育委員会・外部機関も含めた
チームで対応。 

②学校閉庁日の設定 
・令和８年度は８月 12 日〜14 日の 3 日間を閉庁日とする。 



③事務の効率化 
・生成 AI を活用した校務改善。（児童生徒への指導目的ではなく、教職員の業務効
率化として導入を検討） 
・学校徴収金の徴収・管理については、今年度から副教材購入費を予算化していただ
いた取組の成果として、教職員の徴収管理業務が大きく減少した。 

④部活動負担軽減 
・中学校部活動指針に基づく休養日・活動時間の適切な設定を継続。 
・地域指導者の確保・育成と検討委員会の開催による早期の地域移行を推進。 

⑤健康管理 
・ストレスチェックを町職員と同じ方法で実施。 

 

議題４ その他（意見交換） 

（教育委員） 残業時間が減っている一方で有給取得も減っているのは、残業を減らす
ために有給を犠牲にしているのではないか。この相関関係をどう見るか。 
（教育長） ご指摘のとおり、数値上はそのような相関が生じている可能性がある。実
際に各教員がどのような状況にあるか、校長会議での確認を含め精査したい。 
（教育委員） 先生方が 70%達成のために有給を犠牲にしているのであれば、本来の働
き方改革の趣旨とは逆行する。年度・人事異動等による変動もあるかもしれないが、と
にかく先生方には自由な時間を確保してほしい。子どもたちの深い学びのためには、先
生方が深い授業準備をできる環境が必要だ。先生方のための働き方改革を進めてほし
い。 
（教育長） おっしゃるとおりだと思う。校長会議でも毎月の勤務状況を共有しなが
ら、着実に改善していきたい。 

閉 会 

事務局から、すべての議題について説明・意見交換が終了したことを確認し、閉会が
宣言された。 

 


